
 

 

議案第６０～６４号 資料 

 

 

令和５年度 補正予算 

 

 

一般会計（第８号）補正予算額 ８１，６８１千円 

特別会計補正予算額       ４，４３９千円 

企業会計補正予算額       ３，７５８千円 

 

 

  人事院勧告による影響額       ８５，６７５千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

企画政策部  人事課 

事業名 人事院勧告に伴う人件費補正 

事業費 ８５，６７５千円 

対 象  議会の議員、特別職及び一般職員等 

内 容 

 

令和５年８月７日に出された人事院勧告に鑑み、一般職員の給

料月額並びに議会の議員、特別職及び一般職員等の期末手当等を

改定する。 

 

【給料月額の改定】 

 給料表の改定 

・初任給を始め若年層に重点を置き、給料月額を引き上げる。 

・平均改定率 ＋１．１％ 

   

【期末手当の改定】 

 議会の議員、特別職 

  ３．３０月 → ３．４０月（＋０．１０月） 

 一般職員、会計年度任用職員 

  ２．４０月 → ２．４５月（＋０．０５月） 

 定年前再任用短時間勤務職員 

１．３５０月 → １．３７５月（＋０．０２５月） 

 

【勤勉手当の改定】 

 一般職員 

  ２．００月 → ２．０５月（＋０．０５月） 

 定年前再任用短時間勤務職員 

  ０．９５０月 → ０．９７５月（＋０．０２５月） 

 

 

 

 


